


ごあいさつ

　西尾市は、平成23年４月に幡豆郡３町と合併しました。６万石の城下町である

西尾に加えて、一色の大提灯や佐久島、吉良の歴史遺産、幡豆の山や海の自然

など、合併により、新たな観光資源や各地域に根差した文化を得て、ますます魅力

ある市に生まれ変わり「自然と文化と人々がとけあい心豊かに暮らせるまち」を目

指しております。

　西尾市文化振興プランは、国の文化芸術振興基本法に基づき、平成21年３月

に平成30年度を目標年度として策定されました。国の取り組みとしては「劇場、音

楽堂等の活性化に関する法律」（劇場法）が成立するなど、文化芸術を取り巻く環

境が変化しております。文化芸術基本法の前文には、「文化芸術は、人々の創造性

をはぐくみ、その表現力を高めるとともに、人々の心のつながりや相互に理解し尊

重し合う土壌を提供し、多様性を受け入れることができる心豊かな社会を形成す

るものであり、世界の平和に寄与するものである。」と明記されています。このように

人々の生活の中で文化芸術の果たす役割は、ますます重要となっていきます。

　今回、目標年度を迎えるにあたり、第２次西尾市文化振興計画として改定を行

います。

　今回の計画では、前回の基本方針である「つくる」「そだてる」「ささえる」「つた

える」を踏襲しつつ、実践的に文化振興施策を推進していくため、「つくる」「交流

する」「受信する・発信する」「継承する」「推進する」の５つを柱としています。この

計画を、より実効性のあるものにするためには、行政だけではなく、市民、市民団

体、事業者などが協働で文化芸術活動に取り組んでいくことが必要となりますので、

皆様のご協力を賜りますよう、よろしくお願いします。

　結びに、本計画の策定に当たり、熱心にご論議いただきました改定委員の皆様

方をはじめ、貴重なご意見を頂きました関係各位に心から感謝を申し上げます。

　　平成31年３月

西尾市教育委員会
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はじめに

　文化芸術は、人々に感動や生きる喜びをもたらし、人生を豊かにするものです。

　また、文化芸術は、社会全体を活性化する上で大きな力となるものであることから、⹅

文化芸術活動の果たす役割は極めて重要だと考えられます。文化芸術に関わること

によって、市民の想像力と感性を育てることは、人間が人間らしく生きる糧となる

ものです。そして、その想像力や感性が、他者と共感し合うことへとつながり、人間

相互の理解も促進します。

　このような文化芸術の持つ力で人材を育成し、市民がつながるような活動をして

いくことは、西尾市のまちづくりへの大きな原動力となります。

  文化芸術の振興は

　  西尾市の未来への先行投資なのです
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西尾市の概要1 - 1  

西尾市は、愛知県のほぼ中央を北から南へ流れる矢作川流域の南端に位置し、東は

蒲郡市、幸田町、北は岡崎市、安城市、西は碧南市とそれぞれ接しており、南は三河湾に

面しています。面積は161�22㎢を有し、総人口は約17万２千人 (2018年11月現在 ) です。

2011（平成23）年に、西尾市、一色町、吉良町、幡豆町の１市３町が合併し、各地域で培って

きた歴史や文化を活かしながら、まちづくりを行っています。

これまでに本市が培ってきた事業などを振り返ると、西尾地区では、西尾市文化会館で

著名な演奏家や国民的な歌手などの公演事業を開催してきました。他にも、2010（平成

22）年頃からは、旧城下町の歴史や町なみを活かした芸術祭や市民が主体となり企画・運

営をするコンサート事業の開催など、活動の幅は広がりつつあります。

そもそも、西尾地区には市民がまちをつくりあげてきた歴史があります。富裕豪商などの力

により英語学校が開校され、西尾市と岡崎市をつなぐ鉄道が造られるなど、産業が発展して

きました。また、産業だけではなく、実業家である岩瀬弥助は、1908（明治41）年に私立

図書館「岩瀬文庫＊1」を創設し、岩瀬文庫は市民に親しまれ誰もが集うことができる文化

拠点となりました。創設の背景には「地域文化の向上に役立ちたい」という強い思いがあっ

たといわれています。この岩瀬文庫を守り、現在に伝えているのも西尾市民の力です。つま

り、西尾地区は市民の力で発展してきたまちといえます。

一色地区では、一色町公民館 ( 現在の一色地域交流センター )でジャズコンサートや落語

などの公演を行ったり、佐久島の活性化に力を入れたりしてきました。特に、佐久島アートプ

ロジェクトでは、島に伝わる文化や風習とアートが持つ創造性や情報性の融合を目指し、島

の活性化に向けた取り組みをしてきました。大正・昭和期に建てられたコールタールで塗

られた黒壁の集落や、自然風景などの豊かな資源が強みの佐久島において、アートの持

つ力と地域資源を活かした取り組みに市民が主体的に関わることで、地域資源を再評価する

ことにもつながりました。島の活性化へ向けての活動は、一方で市民のアイデンティティー形

成にも寄与しており、アートを取り入れた活動は現在も進められています。

吉良地区は、吉良上野介義央公、吉良仁吉、尾﨑士郎など歴史的著名人を輩出し、国

宝金蓮寺弥陀堂をはじめ、歴史的文化遺産も多い地域です。これらの特性を活かして、吉良

町の文化団体が中心となり、吉良文協フェスティバルや町民大学で歴史や文化における講演

会などを開催し、また市民に解説付きで文化財を公開してきました。これらの活動を通して、市

民が文化財を身近に感じ、地域の文化継承を行ってきた土壌があります。

第２次西尾市文化振興計画 
策定にあたって

1 現在は博物館として運営をしている。重要文化財を含む古典籍から近代の実用書まで、幅広い分野と時代の蔵書８万冊余りを保存・

公開している古書の博物館である。

第  章1
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第 1 章 ｜ 第２次西尾市文化振興計画 策定にあたって

幡豆地区は、幡豆町中央公民館 ( 現在の幡豆公民館 )を中心に文化芸術活動が行われて

きました。公民館の隣には、図書館やふれあいセンターがあり、社会教育施設が集積してい

ます。公民館の開館を契機に多くの社会教育関係団体が誕生し、コンサートや講演会、文

化祭・芸能祭など多様な文化芸術活動が行われてきました。なかでも民話の取り組みが盛

んで、各地域の民話の本が発行されたほか、民話の看板を町内に設置して、その場所を巡

る「はず夢ウォーク」は、現在も続いている事業です。民話や見影山穴弘法、寺部城址など歴

史的財産を自分たちが知り伝えていこうと、地域住民が実行委員会を立ち上げて能や日本舞踊、

雅楽などの事業を開催するなど地域住民の活動が活発です。コンパクトなまちの特性を活か

して市民と密着した活動を取り組んできた幡豆地区では、市民と情報などを共有し、アイデ

アを出し合いながら協働でまちづくりを行ってきた歴史があります。

このような各地区の取り組みからもわかるように、西尾市は市民の力でまちをつくり、文化

と教育の振興がなされ、地域の風習や歴史を継承し発展してきました。

改定の目的1 - 2

本市では、2009（平成21）年３月に「西尾市文化振興プラン」を策定しました。プランを

具現化するために実行委員会を立ち上げ、文化会館での公演や市民が主体となり企画運営す

るコンサートの開催、さらに文化振興課による学校への芸術家派遣事業など様々な事業を

展開してきました。そして、今年度はプランの見直し時期である10年を迎えます。

これまでの経緯や成果をもとに、新しい計画ではそれぞれの地区が育んできた文化や歴史

を踏まえ、推進することができるよう「西尾市文化振興プラン」を改定します。

国の動向1 - 3

国は、2001（平成13）年12月に「文化芸術振興基本法（平成13年法律第148号）」を施

行し、文化芸術の振興について基本理念ならびに国および地方公共団体の責務を明確

にしました。2012（平成24）年には「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律 ( 平成24年法

律第49号 )」（以下「劇場法」という。）を策定しました。「文化芸術振興基本法」の規定に基づ

き、2015（平成27）年に「文化芸術の振興に関する基本的な方針−文化芸術資源で未来

をつくる−（第４次基本方針）」を定めました。この第４次基本方針においては、第１で文化芸

術を取り巻く諸情勢の変化を踏まえた対応や基本理念などを示し、第２では重点施策を挙

げ、第３で基本的な施策を定めています。そして、文化芸術資源で未来をつくり、「文化芸術

立国」の姿を創出していくための国家戦略となることを目指すとしています。さらに、2017（平

成29）年６月には「文化芸術振興基本法」の改正法案が国会で可決・成立しました。今回の

改正では、文化芸術の振興にとどまらず、観光やまちづくり、国際交流など幅広い関連分野が

取り込まれたのが特徴です。法律名も「文化芸術基本法」（以下「基本法」という。）と改めら

れました。
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第２次西尾市文化振興計画の位置づけ1 - 4

第２次西尾市文化振興計画は「基本法」など国の法令や方針を踏まえています。特に「基

本法」においては、「その地方の実情に即した文化芸術の推進に関する計画を定めるよう努め

る( 第７条の２)」とされていることから、名称も「西尾市文化振興プラン」から「第２次西尾

市文化振興計画」と改めました。

また、本計画は、西尾市において最上位計画である「第７次西尾市総合計画」に基づいて

います。総合計画では「自然と文化と人々がとけあい心豊かに暮らせるまち　西尾」がコンセ

プトに挙げられ、「歴史文化」の中で、さまざまな文化や芸術に親しむ環境や、地域の歴史

を身近に親しむことができるまちの姿が描かれています。本計画は、その姿を具現化するた

めの計画とします。

文化芸術の範囲1 - 5

西尾市での文化芸術の範囲は、「基本法」に基づき、文学、音楽、美術、写真、演劇、

舞踊その他の芸術、メディア芸術、伝統芸能、芸能、生活文化・国民娯楽および出版物、文化

財等とします。また、本計画には本市の地域文化も含めることとします。

計画期間と点検の方法1 - 6

本計画の計画期間は2019年度を初年度とし、2028年度までの10年間とします。本計画

では、随時の点検を実施します。ここでは短期 (３年 )、中期 (５年 )、長期 (10年 ) の３段階

を設定し、担当課が中心となり期間ごとに点検を行い、概ね５年の経過を目安に見直しを

行います。

まず短期では、計画に基づく事業の実施状況について検証を行います。次に中期では、

短期同様、計画に基づく事業の実施状況について検証した上で、市民アンケートなどを実施

します。そして、長期では、本計画の目標達成について検証を行い、見直しを行うこととします。

検証においては、内部評価と外部評価を取り入れます。内部評価では、事業実施について

の評価シートを作成し、定量評価を行うとともに、市民の満足度など定性評価も行います。

外部評価では、専門家や市民で構成する評価委員会や改定委員会を設置し、市民アンケート

などのデータから事業の検証を行います。この２つの評価を踏まえた上で計画の改定を行う

こととします。

また、事業などの取り組みについては毎年委員会を開催し、事業の評価を行います。

第 1 章 ｜ 第２次西尾市文化振興計画 策定にあたって
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西尾市文化振興プランを
ふまえた市の現状と課題

2 古本市や読み聞かせ、 岩瀬文庫旧書庫（国登録有形文化財）内部特別公開など、 本に関する催しを通して、 本への親しみと関心

を盛り上げる全国でも珍しい「本のおまつり」。

西尾市文化振興プランの進捗状況を踏まえ、現状と今後の課題を次のように整理します。

基本方針１ つくる　文化・芸術を身近に感じ、生きがいのあるまち 西尾2 - 1  

市民自らが文化・芸術活動に参加しやすい環境づくりを行っていきます。

(１) 市民自らによる文化・芸術活動の場づくり

「にしお本まつり＊２」への市民参加をはじめ、体験講座や出前講座を開催し、市民の文化活動を

支援します。

 ◆ 現状

さまざまな芸術分野の講師を招いた講座を開催するなど、市民が文化芸術に触れる機会

を創出しています。また、「にしお本まつり」においては、30程の企画を市民団体が持ち寄り、

内容がより充実してきています。

市民が文化芸術活動をしやすい環境づくりとして、文化会館における文化芸術育成団体

等の登録制度を設け、登録した団体や個人が文化会館の使用料の軽減措置を受けられる

ようにしました。また、西尾市に根ざした市民の自主的な芸術文化活動が継続的に行える

よう、使用料に対する費用の一部を助成する制度も設け支援しています。

 ◆ 今後の課題

市民の文化芸術活動を支える基盤の強化が挙げられます。登録団体や助成団体等を選

定するための審査基準や、活動を評価するための評価基準が必要です。また、市民の文

化芸術活動を持続可能にするため、団体が入場料や助成金、協賛金、寄付金などの収入

を得ることができる支援も必要です。

(２) 文化・芸術鑑賞の機会づくり

幅広く質の高い文化芸術にふれる機会づくりをします。

 ◆ 現状

ダンスと和楽器のコラボレーションなど、ジャンルを超えた多様な舞台芸術公演を開催

するとともに、市民のニーズを把握するため各公演で来場者アンケートを行っています。また、

気軽に芸術に触れることができるよう、小さなコンサートや体験講座も開催しています。

第  章2
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3 アートマネジメントとは、芸術・文化と現代社会との最も好ましい関わりを探求し、アートのなかにある力を社会にひろく開放することにより、

成熟した社会を実現するための知識や方法、活動の総体のこと。

4 文化政策とは、人びとの精神的活動を促進（あるいは統制）し、文化的成果の共有と蓄積を推し進めることで、私たちの暮らす国なり地

域社会のあるべき文化イメージ（国民・市民によって習得・共有・伝達される行動様式や生活様式）を形成していくことである。

5 西尾市アーティストバンクとは、 西尾市在勤・在学 • 西尾市出身で、 芸術活動を積極的に行っている方、 依頼に応じて公演やワーク

ショップなど活動をして頂けるアーティストの登録制度のこと。

6 スポ一ツ・文化・芸術・ボランティアなど、 小学生、 中学生、 保護者を対象に楽しく活動できる教室を開催している。

7 アウトリーチとは英語で手を伸ばすこと、 差し伸べることの意味で、 文化芸術分野では文化施設の外に出向いて行う活動を指す。アー

ティストと参加者に距離が近いことや、 それゆえに交流が生まれることなどが特徴。

 ◆ 今後の課題

多様な事業を継続的に行うためには、 アートマネジメント＊３や文化政策＊４に関する専門

性が高い人材の安定的な確保が求められます。文化芸術の担当課に専門性が高い職員

を配置したり、県などが主催する劇場職員のための研修などを活用して、担当職員の専門

性を高めるなど、継続的で効果的な事業の展開をしていくことが必要です。

（３） 芸術家の育成

芸術家の活躍の機会を設け、さらに全国へ発信できる芸術家の育成と、外国人アーティスト

が市内で活躍できるように情報発信面をサポートします。

 ◆ 現状

本市に縁のある芸術家が登録できる制度として「西尾市アーティストバンク＊５」があります。

この制度に登録しているアーティストによる、体験講座やコンサートを開催しています。

 ◆ 今後の課題

同制度に関する情報の発信や、目的の明確化が挙げられます。

「西尾市アーティストバンク」の内容や利用方法などの情報発信が、アーティストに向け

ても市民に向けてもこれまで以上に必要です。また、「(３) 芸術家の育成」については、さ

らに検討が必要です。

基本方針２ そだてる　文化・芸術による次世代の心の育成2 - 2  

子どもたちを対象に文化・芸術の体験事業を行い、文化・芸術活動を

通したコミュニケーション能力の育成に取り組みます。

(１) 子どもや青少年の創造性の育成

子どもたちへ文化芸術にふれる機会の提供を図り、創造力を育成します。

 ◆ 現状

「サタデー・プラン＊６」や子ども対象の公演事業、体験型事業を開催しています。また、

幼稚園・保育園や小中学校へのアウトリーチ＊７などを通して、子どもを対象とした文化芸術

活動の普及を行っています。
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 ◆ 今後の課題

対象者の拡大と事業の定着が挙げられます。小学校においてはアウトリーチが定着してき

ていますが、その一方で、幼稚園・保育園や中学校では開催が少なく、高校においては開

催に至っていません。

子どもや青少年の創造性を育成するためにも、各発達段階において継続的に取り組む

必要があります。そのためには、教育委員会などと連携し、長期ビジョンを持って取り組

むことが必要です。

(２) コミュニケーション能力の育成

次世代における社会性の育成や世代を超えた交流の場づくり、国際交流、病気や障害のあ

る人たちとの架け橋づくりなど、多様性を尊重したコミュニケーションができる能力を育成します。

 ◆ 現状

図書館では、市に伝わる民話を活用し、高齢者による子どもたち向けのお話し会を開催

したり、小学校で紙芝居を上演したりするなど、世代間交流に取り組んでいます。国際交流

協会では「国際交流フェスタ」を開催し、市民が外国文化を学ぶ機会づくりに取り組んで

います。社会福祉協議会では、点字・音訳など、各種ボランティア入門講座を実施しています。

その他、「福祉まつり」や「ハートネットフェスタ」では、障害をもつ方たちの作品展示など

を通じて、多様な交流が行われています。

 ◆ 今後の課題

文化芸術活動と他分野との連携が挙げられます。庁内での他課連携を進め、共有する

情報を多角化することによって、今まで接点のなかった分野同士のつながりが生まれます。

市民へ向けても他分野とのつながりや、多様な交流ができる機会を創出し、市民同士のコ

ミュニケーションを促すことが必要です。

基本方針３ ささえる　文化・芸術を支える環境づくり2 - 3  

文化の担い手の育成や、市民・行政・企業が連携した文化・芸術を

育てる環境整備、そして情報発信を実施します。

(１) 文化を支える人材の育成

市民自らが文化を育てることができるように文化事業を企画・運営する団体と、文化コーディ

ネーターを育成します。

 ◆ 現状

文化振興プラン策定時に市民の有志により結成された、西尾市「地域文化育成講座」

実行委員会は、コンサートなどの事業を企画から当日の運営まで行っています。

第 2 章 ｜ 西尾市文化振興プランをふまえた市の現状と課題
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 ◆ 今後の課題

市民の自主的かつ主体的な活動を持続可能なものにするため、専門性の高い人材を育

成する研修を定期的かつ継続的に開催することが挙げられます。大学や他市町の劇場職

員などを招き、知識をインプットできる環境づくりを行うとともに、その知識を活かすことが

できる機会の提供も併せて考えることが必要です。

(２) 情報発信の充実

市民が情報を得やすい環境づくりとして、文化情報や施設情報を発信します。

 ◆ 現状

市のホームページにイベントカレンダーを設け、公演事業などの情報を掲載しています。また、

実行委員会が「Facebook」や「Twitter」などの SNS( 会員制交流サイト)を活用して情

報発信を行っているほか、公民館やふれあいセンターなどの施設情報を掲載した冊子も

配布しています。

 ◆ 今後の課題

情報の広がりが限定的であることが挙げられます。文化芸術におけるニーズの多様化に

伴い、さまざまな情報を欲している市民がいると考えられます。インターネットなどを活用し

た情報発信の充実を図るとともに、「口コミ効果」などを意識した話題性や社会性のある企

画立案が必要です。

(３) 協働による文化・芸術活動の仕組みづくり

市民・芸術家・文化団体・NPO・企業・行政と協働で実施します。

 ◆ 現状

市民との協働による文化シンポジウムの開催や「市民メセナ基金＊８」の設立については、

未達成です。

 ◆ 今後の課題

地元企業との連携は、特に重要であると考えられるため、強固な関係性を構築していく

ことが重要です。資金面では、国の補助金などを視野に入れながら、外部資金獲得と連動

させることも必要です。

(４) 文化施設の充実

市内の公共文化施設のサービス向上や、近隣市町村とネットワークを構築します。

8 メセナとは、社会貢献の一環として行う芸術文化支援のこと。フランス語を原語とする。
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 ◆ 現状

文化会館は指定管理者が管理運営しており、利用者からの意見や要望のヒアリングや

利用者アンケートを実施して市民のニーズを把握し、設備の改修や備品などの更新に取り

組んでいます。また、担当課が近隣市町と連携して文化芸術活動を実施しており、ネットワーク

の構築にもつながっています。

 ◆ 今後の課題

現在の指定管理者は施設管理のための任意団体であり、アートマネジメントや文化政策

に関する専門性の高い人材がいないことから、自主事業の開催などが困難であることが挙

げられます。劇場法に鑑み＊９、目的を明確にした上で、指定管理者の能力を向上させるた

めの方策が必要です。また、近隣市町村との連携においては、今後も継続してネットワークを

持てるように国や県が主催する講座などへの積極的な参加が必要です。

基本方針４ つたえる　地域の文化的資源の再発見と、未来への継承2 - 4  

地域に伝わる伝統文化や史跡、文化人など地域の文化的資源を

後世に伝えるため「歴史の担い手」の育成のほか、他課との連携を

実施します。

(１) 文化財、伝統文化や歴史の継承

地域の祭りの伝承や歴史的資源を活かした文化公演の開催、また、「本のまち・西尾」を

全国発信します。

 ◆ 現状

地域の祭りの伝承などについては、三河万歳の講座や、民俗芸能大会を開催しています。

歴史的資源の価値を活かした事業として、講座や講演会、シンポジウムなどを開催して

います。また、小学校においては、地域学習の一環として、市の文化人（偉人）を学んだこと

をきっかけに、学芸会で伝記を演劇に仕立てた事例もあります。

 ◆ 今後の課題

歴史的遺跡や寺社仏閣をつなぐようなネットワーク型の文化事業の開催には至っておらず、

伝統文化など、歴史的資源の価値を伝承する方法を検討することが挙げられます。

「本のまち・西尾」については、本をテーマとしたさまざまな催しを開催することで市民へ

浸透しつつあると思われます。全国への発信に目を向けることも必要ではありますが、まずは、

市民が自分のまちの資源に魅力を感じ、誇りに思えるような「アイデンティティー形成」に重

点を置くことが必要です。

9 劇場、音楽堂等を設置する者は、法前文に示された趣旨を踏まえつつ、劇場、音楽堂等の事業の実施を通じて、その設置する劇場、

音楽堂等の設置目的を適切に実現することが求められる。

第 2 章 ｜ 西尾市文化振興プランをふまえた市の現状と課題



10

(２) 生活に根付いた文化の継承と活性化

抹茶をめぐる文化が市民にとって身近なものとなるように、抹茶とアートを結ぶ事業に取り

組みます。

 ◆ 現状

平成28年度に開催されたニシオンナーレ佐久島会場の事業の一環として、佐久島に「白い

おひるねハウス」と称した仮設茶室を設置し、茶会を開催しました。

 ◆ 今後の課題

生活文化を伝承する方法の検討が挙げられます。１市３町の合併により、本市における生

活文化の範囲が広くなりました。例えば、食文化では抹茶や三河一色産うなぎのほかにも、

全国トップクラスの生産高を誇る農水産物や加工品があります＊10。今後は、それらの特徴

を加えた、市の生活文化を伝えることが必要です。

(３) 景観を活かした文化の継承

自然を活かした文化事業や天然記念物などの価値を伝える文化事業、そして、歴史や

自然景観を大切にしたまちづくりを支援します。

 ◆ 現状

里山の保全活動、自然観察会、体験学習会などを年間30～35回ほど開催しています。

さらに、漁業協同組合と連携した干潟観察会の開催、環境学習講座の開催などを積極的

に行っています。

景観づくりについては、平成30年５月に策定した「西尾市都市計画マスタープラン」に

おける自然観光・都市景観の方針として、都市緑化推進地区、山林保全・活用地区、歴史

保全地区などを位置づけており、市における自然や文化的要素を感じることができるよう

な景観づくりを推進することとしています。

 ◆ 今後の課題

歴史や自然景観を継承する方法の検討が挙げられます。自然環境や天然記念物＊11の

価値、また、都市の景観などの魅力を効果的に後世に伝えるための方法を検討すること

が求められます。限られた時間や資金の中で、文化芸術活動との連携にこだわることなく、

効果的かつ効率的な取り組みを推進することが必要です。

10 抹茶やうなぎのほかにも、あさり、きゅうり、いちご、みかん、いちじく、えびせんべい、そして地酒などがある。

11 国指定天然記念物としては神明社の大シイ（上永良町）があり、県指定では西尾のヒメタイコウチや西尾のミカワギセル生息地がある。

市では19件の指定があり、西尾市のカワバタモロコとウシモツゴ、西林寺の大椎、三ヶ根観音の源平（紅白）咲き分けのツバキなど

があげられる。

第 2 章 ｜ 西尾市文化振興プランをふまえた市の現状と課題
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基本理念3 - 1  

西尾市は、合併から７年が経過し、17万人の市民を擁する大きなまちとなりました。市が

掲げる「心豊かに暮らせるまち」となるためには、感受性が豊かで、多様な市民がつながり

あうことが必要です。文化芸術は、心に栄養を与えるだけではなく「人と人」「人と地域」を「むすぶ」

力があります。

市として一体となるような取り組みのみならず、各地域で培われてきた文化芸術やアイデン

ティティーなど、地域性を活かした取り組みも求められています。

本計画では施策体系を再構築するにあたり、第２章で挙げた課題などを踏まえ、基本理念

を新たに定めます。

人と地域が文化芸術でつながるまち　西尾

基本方針3 - 2

本計画の目標年次は2019年度から2028年度とし10年後を達成目標としています。この

基本理念を実現していくため、文化芸術を支える５つの柱を構築しました。

基本方針１ つくる（文化芸術に触れる機会づくり）

基本方針２ 交流する（文化芸術からはじまる交流）

基本方針３ 受信する • 発信する（情報の受発信の充実）

基本方針４ 継承する（地域文化・生活文化の継承）

基本方針５ 推進する（文化芸術活動の推進体制の構築）

第２次西尾市文化振興計画の
基本理念について第  章3
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第２次西尾市文化振興計画
について

12 When（日時 ）、Where（ 場所 ）、by Who（ 主体者 ）、with Who（ 協働者 ）、Why（目的 ）、What（ 内容 ）、to Whom（ 対象 ） 

How（手法）、How much（予算）

13 国は、平成30年６月に「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（平成30年法律第47号）」を公布、施行した。同法では、

文化芸術基本法及び障害者基本法の基本的な理念にのっとっており、文化芸術活動を通じた障害者の個性と能力の発揮及び社会

参加の促進を図ることを目的としている。

基本方針1 つくる（文化芸術に触れる機会づくり）4 - 1  

文化芸術は、人の心を豊かにする力があります。「人の心が豊かになる」ということは、「まち

が豊かになる」ことにもつながります。

西尾市ではこれまでにも、文化芸術の鑑賞事業や体験事業の開催に取り組んできました。

そして市には、文化芸術の担い手がたくさん存在し、多様な事業を主体的に取り組んでいます。

これからも、市民の誰もが文化芸術を享受できる環境をつくっていきます。

(１) 文化芸術に触れる機会づくり

❶ 文化芸術鑑賞の多種多様な機会づくり

市民一人ひとりが文化芸術を鑑賞する機会が享受できるように、目的や内容 (７W２H＊12) 

を工夫して事業を展開し、多種多様な機会を創出します。

❷ 子どもたちの鑑賞・体験の機会づくり

感受性豊かな子どもたちが文化芸術に触れあえるように、学校や幼稚園・保育園、児童

館などの関係諸機関と連携してアウトリーチを始めとする「普及啓発事業」を実施するなど、

子どもたちの鑑賞や体験の機会を増やします。

❸ 病気や障害をもつ人の鑑賞の機会づくり

病気や障害のため文化施設に足を運ぶことが困難な人が文化芸術に触れることができるよ

うに、病院や福祉施設に向けたアウトリーチなどの事業を実施します＊13。また、ホールでの

鑑賞をサポートするなど、文化芸術を鑑賞する環境を整えます。

❹ 文化芸術活動のきっかけづくり

市民が文化芸術をより身近に感じ、自ら活動を始めるきっかけとなるように、教養講座や

体験講座を始めとする普及啓発事業を実施するなど、文化芸術活動との多面的な出会いを

創出します。

❺ 文化芸術活動のサポート体制づくり

文化芸術活動を支える市民を育成し、より多くの市民が芸術文化活動の運営へ持続的

に参加できるよう「サポーター制度（仮称）」をつくるなど、活動の体制づくりをします。

第  章4
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基本方針２ 交流する(文化芸術からはじまる交流)4 - 2  

本市では現在、合併をきっかけに新しい交流が進んでいるところです。

本計画では、新しい西尾市の市民すべてが相互に理解を深め、つながりを持つことが

できるような事業に取り組みます。

(１) 文化芸術からはじまる交流

❶ 世代を超えた交流

文化芸術を通して幅広い世代の交流が生まれるように、地域文化の掘り起こしをきっかけ

とした、多世代が楽しめるような文化芸術活動を推進します。

❷ 多文化交流

文化芸術を通してさまざまな文化に接することで、多様性を尊重し受容できるまちとなるよ

うに、文化芸術活動に関する情報の多言語化を進めるなど、お互いに接点をもつことができ

るような環境を整えます。

❸ 文化芸術活動団体の交流

文化芸術活動が活発に継続されていくように、発表や学びの機会を提供するなど、団体

間や団体と市民の交流を促進します。

基本方針３ 受信する・発信する(情報の受発信の充実)4 - 3  

本市ではすでに多くの文化芸術活動が行われています。これらの情報の受信・発信を強化

していくことで、より多くの市民が文化芸術の力を享受することができます。

文化芸術の情報を集め、インターネットを活用しながら、人から人へ情報を伝える仕組みを

つくります。

(１) 情報の受発信の充実

❶ 文化芸術活動の情報の受発信

市民の文化芸術活動に関する情報がより多くの方たちに届くように、インターネットや「サポー

ター制度（仮称）」を活用するなど、積極的かつ多角的に情報を受信・発信します。

❷ 文化芸術活動・交流の場における情報の受発信

市民が文化芸術活動や交流する場所を確保できるように、手軽に利用可能なパブリック・

スペースや民間施設などの情報を集め「文化芸術活動・交流マップ（仮称）」を作成・公開

するなど、場所の情報を受信・発信します。

第 4 章 ｜ 第２次西尾市文化振興計画について
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14 生活文化とは、茶道、華道、書道、食文化その他の生活に係る文化のこと。例えば西尾市の抹茶なども含まれる。

15 文化財が置かれている自然環境や周囲の景観、文化財を支える人々の活動、文化財を維持・継承するための技術、文化財に関する

歴史資料や伝承等、文化財の周辺環境のこと。

❸ 人材資源の情報の受発信

文化芸術活動の情報が安定的に供給されるように、アーティストや文化芸術活動に携わる

市民や、文化芸術活動を支える市民の活動状況を把握し、「西尾市アーティストバンク」

を活用して人材に関する情報を受信・発信します。

基本方針４ 継承する(地域文化・生活文化の継承)4 - 4  

文化芸術は、人々の歴史の中で培われてきました。地域に伝わる文化財やそれに関わる

さまざまな要素、生活文化＊14、食文化なども、本市に伝わる文化資源だといえます。それら

を次世代に継承するためにも、その価値を知り、共有することが必要です。

市民がまちを誇りに思うアイデンティティー形成のためにも、継承事業に取り組みます。

(１) 地域文化の継承

❶ 伝統文化を継承する

本市の伝統文化が未来へ受け継がれるように、市民に無形の文化遺産である地域の祭

りや伝統的行事への参加を呼びかけるなど、次世代へ継承していきます。

❷ 文化資源を継承する

市民がまちの魅力を知り、市民としての誇りを持てるように、先人の軌跡やまちの慣習、

生活文化などを含む文化資源を学んだり伝えたりする機会をつくるなど、次世代へ継承し

ていきます。

（２） 生活文化の継承

❶ 市の生活文化を継承する

次代を担う子どもたちが、本市ならではの営み方を享受できるよう、地域学習や講座を

実施するなど、生活文化を次世代へ継承していきます。

（３） 景観を活かした文化の継承

❶ 自然環境・天然記念物を継承する

次代を担う子どもたちが、本市の豊かな自然環境を享受できるよう、三河湾や三ヶ根山、

名木、天然記念物などを身近に感じることができる機会をつくるなど、自然に育まれる環境

の大切さを継承していきます。

❷ 歴史文化を継承する

本市の歴史文化が市民の誇りとなるよう、講座や講演会を開催するなど、文化財とそれ

に関わるさまざまな要素＊15が一体となった歴史的魅力を次世代へ継承していきます。
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第 4 章 ｜ 第２次西尾市文化振興計画について

基本方針５ 推進する(文化芸術活動の推進体制の構築)4 - 5  

現在は、「劇場法」や「基本法」などの法律が制定されたことで、文化芸術環境の基盤整備

が進み、文化芸術における環境は目まぐるしく変化しています。これらの環境に対応し、文化

芸術活動が発展していくためには、その活動を支えることができる専門的な人材が必要です。

また、その人材を通して、国や県、近隣市町村とのネットワークづくりも欠かせません。本市

の文化芸術活動を、さらに発展させるための仕組みづくりや、人材配置・育成に取り組みます。

(１) 専門性の高い人材の確保

❶ 市民文化芸術活動コーディネーターの育成

市民による文化芸術活動を持続的に支援できるように「市民文化芸術活動コーディネーター

( 仮称 )」を育成するなど、文化芸術活動を支える専門性の高い人材を育成するとともに、文

化芸術活動を支える土壌を醸成します。

❷ 計画的かつ効果的な人材配置

文化芸術を効果的に推進できるように、担当課にアートマネジメントや文化政策に関す

る専門性の高い職員を配置・育成するなど、計画的かつ効果的な人材配置に努めます。

❸ 専門性の維持

行政職員と市民の高い専門性が維持できるように、国や県などが実施する研修に参加

するなど、知識やノウハウを蓄積します。

❹ 持続的に協働できる環境整備と人的体制

市民と行政が持続的に協働できるように、専門的知見を持った人材と議論できるような

環境を整えたり、人的体制を構築したりします。

（２） 活動への多様な支援

❶ 後方支援

市民の自主的かつ主体的な文化芸術活動が持続可能となるように、企画制作について

のアドバイスや広報活動に協力するなど、市民の文化芸術活動を後方から支援します。

❷ 助成制度

文化芸術活動の発展のため、活動に対して助成制度を設けるなど、財政支援をします。



16

❸ 活動の評価

助成対象事業などの PDCA サイクル＊16が機能し、活動が着実に発展するように、助成

の審査基準や評価基準を設けるなど、事業を適正に評価します。

（３） 新しい実施体制

❶ 県や他市町村との連携

文化芸術活動が市域を越えて発展するように、県や他市町村との交流や連携を深め事

業を実施するなど、ネットワークを充実させていきます。

❷ 企業などとの連携

文化芸術活動が市民や地元企業に支持されるように、シンポジウムを開催するなど、

事業の目的や効果、意義について伝えます。また、そのことにより協力を得たり、協働で

事業を実施できる体制を構築します。

（４） 財源の拡充

❶ 財源の拡充

事業を安定的に運営できるように、国の助成金を活用するなど、財源の拡充を図ります。

（５） 文化会館などの管理運営について

❶ 市民が参画する仕組みづくり

文化会館などが市民の文化芸術活動のための拠点であり続けられるように、市民が施設

運営などに参画できるよう運営や事業などの方針を協議する委員会を設置します。

❷ 指定管理者の選定

指定管理者を選定する場合は専門委員会を設置し、施設の機能や特性、役割を考慮し

た仕様や選定方法を定めます。

❸ 専門委員会の設置

❶や❷に関わる専門委員会を、行政職員や有識者、他市町で先進的な活動を行ってい

る公立文化施設の職員、市民などで構成します。

第 4 章 ｜ 第２次西尾市文化振興計画について

16 PDCA サイクルは本来、生産管理や品質管理のために考案されたものである。計画 (Plan)、実施 (Do)、点検・評価 (Check) 

反映 (Act)という４つの段階を確実にこなすようにする。
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資料編

▪文化施設等一覧

▪文化財一覧

▪法律一覧

▪西尾市文化振興プラン改定委員会設置要領
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文化施設等一覧 

⹅⹅ 文化施設

施設名 所在地 電話番号 ホール座席・舞台規模等 楽屋・会議室等

西尾市文化会館
西尾市山下町

泡原30番地
0563-54-5855

大ホール１,217席

⹅ 固定席１,079

⹅ 移動席138

間口20ｍ

奥行14ｍ

高８ｍ

ピアノ２

大ホール楽屋５

リハーサル室１

浴室１

主催者事務室１

小ホール楽屋２

楽屋事務室１

展示室１

会議室８

スタジオ１

茶室１

喫茶店

小ホール352席

⹅ 固定席344

⹅ 移動席８

間口９ｍ

奥行７ｍ

高５.25ｍ

ピアノ１

⹅⹅ホール等を有する施設

施設名 所在地 電話番号 貸室 その他

一色町公民館・

一色地域交流センター

西尾市一色町

一色東前新田８番地
0563-72-3411

ホール⹅⹅ ⹅527人

楽屋⹅⹅ ⹅24人

視聴覚室・音楽室⹅⹅ ⹅48人

多目的ホール⹅⹅ ⹅100人

コンベンションホール⹅⹅ ⹅80人

研修室１⹅⹅ ⹅40人

研修室２⹅⹅ ⹅16人

研修室３⹅⹅ ⹅24人

和室⹅⹅ ⹅20人

工作室⹅⹅ ⹅26人

茶室⹅⹅ ⹅20人

ホワイエ

ギャラリー

ピアノ１

施設名 所在地 電話番号 貸室 その他

西尾勤労会館
西尾市平坂町

山崎９番地１
0563-59-1100

音楽室⹅⹅ ⹅70人

研修室⹅⹅ ⹅60人

第１会議室⹅⹅ ⹅24人

第２会議室⹅⹅ ⹅12人

第３会議室⹅⹅ ⹅54人

和室⹅⹅ ⹅36人

ピアノ１
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文化施設等一覧

施設名 所在地 電話番号 貸室 その他

中央ふれあい

センター

西尾市錦城町

162番地14
0563-56-7722

多目的ホール⹅⹅ ⹅40人

第１研修室⹅⹅ ⹅30人

第２研修室⹅⹅ ⹅42人

第３研修室（和室）⹅⹅ ⹅15人

第４研修室（和室）⹅⹅ ⹅15人

ミーティングルーム⹅⹅ ⹅12人

視聴覚室⹅⹅ ⹅72人

料理室⹅⹅ ⹅42人

和洋裁室⹅⹅ ⹅30人

会議室⹅⹅ ⹅20人

講義室⹅⹅ ⹅108人

茶室⹅⹅ ⹅10人

和室Ａ⹅⹅ ⹅６人

和室Ｂ⹅⹅ ⹅６人

ピアノ３

寺津ふれあい

センター

西尾市寺津町

天王山27番地
0563-58-1177

多目的ホール−ブルーホール⹅⹅ ⹅60人

会議室⹅⹅ ⹅20人

学習室⹅⹅ ⹅20人

工芸室⹅⹅ ⹅24人

和室⹅⹅ ⹅24人

満天広場⹅⹅ ⹅30人

ミーティングルーム⹅⹅ ⹅６人

米津ふれあい

センター

西尾市米津町

天竺桂72番地
0563-54-4593

多目的ホール−たものきホール⹅⹅ ⹅100人

会議室⹅⹅ ⹅18人

研修室１⹅⹅ ⹅24人

研修室２⹅⹅ ⹅24人

和室⹅⹅ ⹅24人

ミーティングルーム⹅⹅ ⹅18人

ピアノ１

福地ふれあい

センター

西尾市斉藤町

向縄１番地
0563-54-8900

多目的ホール−グリーンホール⹅⹅ ⹅100人

会議室⹅⹅ ⹅24人

実習室⹅⹅ ⹅24人

和室１⹅⹅ ⹅18人

和室２⹅⹅ ⹅18人

ミーティングルーム⹅⹅ ⹅18人

西野町ふれあい

センター

西尾市上町

下屋敷17番地２
0563-57-7636

多目的ホール−にしのまちホール⹅⹅ ⹅90人

会議室⹅⹅ ⹅24人

研修室⹅⹅ ⹅24人

和室１⹅⹅ ⹅20人

和室２⹅⹅ ⹅24人

ミーティングルーム⹅⹅ ⹅18人

茶室⹅⹅ ⹅10人

ピアノ１

八ツ面ふれあい

センター

西尾市戸ヶ崎町

豊美115番地１
0563-57-7776

多目的ホール−きららホール⹅⹅ ⹅100人

会議室⹅⹅ ⹅18人

研修室１⹅⹅ ⹅24人

研修室２⹅⹅ ⹅24人

和室１⹅⹅ ⹅20人

和室２⹅⹅ ⹅20人

ミーティングルーム⹅⹅ ⹅18人

工芸室⹅⹅ ⹅20人
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施設名 所在地 電話番号 貸室 その他

鶴城ふれあい

センター

西尾市伊藤

二丁目４番地３
0563-54-6565

多目的ホール−わかつるホール⹅⹅ ⹅100人

研修室１⹅⹅ ⹅24人

研修室２⹅⹅ ⹅24人

和室⹅⹅ ⹅30人

ふれあいルーム⹅⹅ ⹅35人

室場ふれあい

センター

西尾市室町

中屋敷152番地
0563-52-4699

多目的ホール⹅⹅ ⹅60人

会議室⹅⹅ ⹅30人

研修室１⹅⹅ ⹅20人

研修室２⹅⹅ ⹅20人

料理室⹅⹅ ⹅16人

ピアノ１

三和ふれあい

センター

西尾市米野町

土井ノ内１番地１
0563-52-4698

多目的ホール⹅⹅ ⹅80人

会議室⹅⹅ ⹅24人

研修室⹅⹅ ⹅30人

料理室⹅⹅ ⹅20人

ピアノ１

横須賀ふれあい

センター

西尾市吉良町

小牧郷前５番地
0563-35-3198

多目的ホール⹅⹅ ⹅500人

和室⹅⹅ ⹅24人

会議室⹅⹅ ⹅65人

調理実習室⹅⹅ ⹅20人

幡豆ふれあい

センター

西尾市寺部町

浜田69番地
0563-62-2917

多目的ホール⹅⹅ ⹅300人

和室１⹅⹅ ⹅24人

和室２⹅⹅ ⹅16人

研修室１⹅⹅ ⹅24人

研修室２⹅⹅ ⹅24人

研修室３⹅⹅ ⹅24人

ピアノ１

矢田ふれあい

センター

西尾市国森町

不動東102番地
0563-53-5031

多目的ホール−くすのきホール⹅⹅ ⹅100人

研修室１⹅⹅ ⹅26人

研修室２⹅⹅ ⹅20人

会議室⹅⹅ ⹅32人

和室１⹅⹅ ⹅14人

和室２⹅⹅ ⹅12人

ミーティングルーム⹅⹅ ⹅12人

吉良町公民館
西尾市吉良町

荻原川畑16番地１
0563-32-2151

和室１⹅⹅ ⹅15人

和室２⹅⹅ ⹅24人

和室３⹅⹅ ⹅18人

和室４⹅⹅ ⹅10人

和室５⹅⹅ ⹅15人

会議室１⹅⹅ ⹅42人

会議室２⹅⹅ ⹅10人

会議室３⹅⹅ ⹅24人

会議室４⹅⹅ ⹅20人

会議室５⹅⹅ ⹅63人

料理教室⹅⹅ ⹅35人

視聴覚室⹅⹅ ⹅48人

講堂⹅⹅ ⹅350人

ピアノ１
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文化施設等一覧

施設名 所在地 電話番号 貸室 その他

幡豆公民館
西尾市寺部町

林添89番地１
0563-63-0130

大会議室⹅⹅ ⹅100人

中会議室⹅⹅ ⹅30人

和室⹅⹅ ⹅21人

会議室１⹅⹅ ⹅18人

会議室２⹅⹅ ⹅18人

西尾市子育て・

多世代交流プラザ

西尾市一色町

一色前新田195番地
0563-73-4487

ふれあいホール⹅⹅ ⹅300人

キッチンスタジオ⹅⹅ ⹅28人

和室⹅⹅ ⹅20人

談話室⹅⹅ ⹅12人

※2019年１月23日現在⹅⹅
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文化財一覧 

⹅⹅ 国宝・重要文化財・登録有形文化財一覧

国宝

種別 名称 員数 時代・その他 指定年月日 所蔵・所在

建造物 金蓮寺弥陀堂 １棟 鎌倉時代 大正９年４月15日
金蓮寺

（吉良町饗庭）

重要文化財

種別 名称 員数 時代・その他 指定年月日 所蔵・所在

建造物
幡頭神社本殿

附棟札３枚
１棟

桃山時代

1580（天正８）年
大正10年４月30日

幡頭神社

（吉良町宮崎）

建造物

久麻久神社本殿

付鰐口・棟札（２枚）・

厨子

１棟

室町時代

1527（大永７）年

鰐口：1449（宝徳元）年

昭和４年４月６日
久麻久神社

（八ツ面町）

彫刻
木造阿弥陀如来

坐像
１躯 鎌倉時代 昭和57年６月５日

専長寺

（吉良町吉田）

書跡
後奈良天皇宸翰

般若心経（参河国）
１巻 室町時代 昭和32年２月19日 西尾市岩瀬文庫

書跡
後柏原天皇宸翰

御消息はく少将宛

２紙

（１巻）
室町時代 昭和55年６月６日

花岳寺

（吉良町岡山）

無形民俗 三河万歳 　 格調高い御殿万歳 平成７年12月26日

西尾市三河万歳

保存会

（上町北側）

無形民俗 鳥羽の火祭り 　 勇壮な火祭り 平成16年２月６日
鳥羽火祭り保存会

鳥羽神明社

史跡 正法寺古墳 １基 古墳時代中期

昭和11年12月16日

⹅（追加指定、⹅

平成16年９月30日）

正法寺

（吉良町乙川）ほか

天然

記念物
神明社の大シイ １樹 高８ｍ、根回り20ｍ 昭和７年４月19日

神明社

（上永良町）
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文化財一覧

登録有形文化財

登録番号 名称 員数 時代・その他 登録年月日 所蔵・所在

23-0022
西尾市岩瀬文庫

書庫
１棟 1918（大正７）年頃 平成11年６月７日 西尾市岩瀬文庫

23-0023

西尾市立図書館

おもちゃ館

（旧岩瀬文庫児童館）

１棟 1918（大正７）年頃 平成11年６月７日 西尾市立図書館

23-0059 花岳寺本堂 １棟
江戸時代

1684（貞享元）年⹅⹅
平成14年６月25日

花岳寺

（吉良町岡山）

23-0478 颯田家住宅主屋 １棟 1872（明治５）年 平成29年５月２日
個人宅

（吉良町吉田）

23-0491
鶴城丘高等学校

正門門柱
１基 1925（大正14）年頃 平成29年６月28日

県立鶴城丘高等学校

⹅（亀沢町）

23-0492
西尾高等学校通用

門門柱
１基 1930（昭和５）年頃 平成29年６月28日

県立西尾高等学校

⹅（桜町）

23-0506 宝珠院本堂 １棟

1675（延宝３）年／

1780（安永９）年

昭和後期改修

平成29年10月27日
宝珠院⹅

（吉良町吉田）

23-0507 宝珠院書院 １棟
1929（昭和４）年／

昭和後期改修
平成29年10月27日

宝珠院

⹅（吉良町吉田）

23-0508 宝珠院忠魂堂 １棟 1903（明治36）年 平成29年10月27日
宝珠院

⹅（吉良町吉田）

神明社の大シイ
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文化芸術基本法

平成13年法律第148号

改正　平成29年６月23日法律第73号

目次

前文

第１章　総則（第１条―第６条）

第２章　文化芸術推進基本計画等（第７条・第７条の２）

第３章　文化芸術に関する基本的施策（第８条―第35条）

第４章　文化芸術の推進に係る体制の整備（第36条・第37条）

附則

文化芸術を創造し、享受し、文化的な環境の中で生きる喜びを見出すことは、人々の変わら

ない願いである。また、文化芸術は、人々の創造性をはぐくみ、その表現力を高めるとともに、人々

の心のつながりや相互に理解し尊重し合う土壌を提供し、多様性を受け入れることができる心

豊かな社会を形成するものであり、世界の平和に寄与するものである。更に、文化芸術は、それ

自体が固有の意義と価値を有するとともに、それぞれの国やそれぞれの時代における国民共通

のよりどころとして重要な意味を持ち、国際化が進展する中にあって、自己認識の基点となり、

文化的な伝統を尊重する心を育てるものである。

我々は、このような文化芸術の役割が今後においても変わることなく、心豊かな活力ある社会

の形成にとって極めて重要な意義を持ち続けると確信する。

しかるに、現状をみるに、経済的な豊かさの中にありながら、文化芸術がその役割を果たすこと

ができるような基盤の整備及び環境の形成は十分な状態にあるとはいえない。21世紀を迎えた今、

文化芸術により生み出される様々な価値を生かして、これまで培われてきた伝統的な文化芸術

を継承し、発展させるとともに、独創性のある新たな文化芸術の創造を促進することは、我々に

課された緊要な課題となっている。

このような事態に対処して、我が国の文化芸術の振興を図るためには、文化芸術の礎たる

表現の自由の重要性を深く認識し、文化芸術活動を行う者の自主性を尊重することを旨としつつ、

文化芸術を国民の身近なものとし、それを尊重し大切にするよう包括的に施策を推進していく

ことが不可欠である。

ここに、文化芸術に関する施策についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、文化芸術

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。

⹅
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法律一覧

　　　第１章　総則

（目的）

第１条　この法律は、文化芸術が人間に多くの恵沢をもたらすものであることに鑑み、文化芸術

に関する施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかに

するとともに、文化芸術に関する施策の基本となる事項を定めることにより、文化芸術に関する

活動（以下「文化芸術活動」という。）を行う者（文化芸術活動を行う団体を含む。以下同じ。）

の自主的な活動の促進を旨として、文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図り、

もって心豊かな国民生活及び活力ある社会の実現に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第２条　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者の自主性が十分

に尊重されなければならない。

2　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者の創造性が十分に尊重

されるとともに、その地位の向上が図られ、その能力が十分に発揮されるよう考慮されなけれ

ばならない。

3　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術を創造し、享受することが人々の

生まれながらの権利であることに鑑み、国民がその年齢、障害の有無、経済的な状況又は

居住する地域にかかわらず等しく、文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造する

ことができるような環境の整備が図られなければならない。

4　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、我が国及び世界において文化芸術活動が

活発に行われるような環境を醸成することを旨として文化芸術の発展が図られるよう考慮され

なければならない。

5　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、多様な文化芸術の保護及び発展が図られな

ければならない。

6　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、地域の人々により主体的に文化芸術活動が

行われるよう配慮するとともに、各地域の歴史、風土等を反映した特色ある文化芸術の発展

が図られなければならない。

7　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、我が国の文化芸術が広く世界へ発信されるよう、

文化芸術に係る国際的な交流及び貢献の推進が図られなければならない。

8　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、乳幼児、児童、生徒等に対する文化芸術に

関する教育の重要性に鑑み、学校等、文化芸術活動を行う団体（以下「文化芸術団体」と

いう。）、家庭及び地域における活動の相互の連携が図られるよう配慮されなければならない。

9　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者その他広く国民の意見

が反映されるよう十分配慮されなければならない。

10　文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術により生み出される様々な価値を

文化芸術の継承、発展及び創造に活用することが重要であることに鑑み、文化芸術の固有

の意義と価値を尊重しつつ、観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業その他の各関連

分野における施策との有機的な連携が図られるよう配慮されなければならない。
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（国の責務）

第３条　国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、文化芸術に関する施策

を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第４条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、文化芸術に関し、国との連携を図りつつ、自

主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（国民の関心及び理解）

第５条　国は、現在及び将来の世代にわたって人々が文化芸術を創造し、享受することができ

るとともに、文化芸術が将来にわたって発展するよう、国民の文化芸術に対する関心及

び理解を深めるように努めなければならない。

（文化芸術団体の役割）

第５条の２　文化芸術団体は、その実情を踏まえつつ、自主的かつ主体的に、文化芸術活動

の充実を図るとともに、文化芸術の継承、発展及び創造に積極的な役割を果たすよう努めな

ければならない。

（関係者相互の連携及び協働）

第５条の３　国、独立行政法人、地方公共団体、文化芸術団体、民間事業者その他の関係者は、

基本理念の実現を図るため、相互に連携を図りながら協働するよう努めなければならない。

（法制上の措置等）

第６条　政府は、文化芸術に関する施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税制上の

措置その他の措置を講じなければならない。

　　　第２章　文化芸術推進基本計画等

（文化芸術推進基本計画）

第７条　政府は、文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸術に関

する施策に関する基本的な計画（以下「文化芸術推進基本計画」という。）を定めなければな

らない。

２　文化芸術推進基本計画は、文化芸術に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

めの基本的な事項その他必要な事項について定めるものとする。

３　文部科学大臣は、文化審議会の意見を聴いて、文化芸術推進基本計画の案を作成するも

のとする。
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法律一覧

４　文部科学大臣は、文化芸術推進基本計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、

関係行政機関の施策に係る事項について、第36条に規定する文化芸術推進会議におい

て連絡調整を図るものとする。

５　文部科学大臣は、文化芸術推進基本計画が定められたときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。

６　前３項の規定は、文化芸術推進基本計画の変更について準用する。

（地方文化芸術推進基本計画）

第７条の２　都道府県及び市（特別区を含む。第37条において同じ。）町村の教育委員会（地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第23条第１項の条例の定め

るところによりその長が文化に関する事務（文化財の保護に関する事務を除く。）を管理し、

及び執行することとされた地方公共団体（次項において「特定地方公共団体」という。）にあっ

ては、その長）は、文化芸術推進基本計画を参酌して、その地方の実情に即した文化芸術の

推進に関する計画（次項及び第37条において「地方文化芸術推進基本計画」という。）を定め

るよう努めるものとする。

２　特定地方公共団体の長が地方文化芸術推進基本計画を定め、又はこれを変更しようとする

ときは、あらかじめ、当該特定地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければならない。

　　　第３章　文化芸術に関する基本的施策

（芸術の振興）

第８条　国は、文学、音楽、美術、写真、演劇、舞踊その他の芸術（次条に規定するメディア

芸術を除く。）の振興を図るため、これらの芸術の公演、展示等への支援、これらの芸術の制

作等に係る物品の保存への支援、これらの芸術に係る知識及び技能の継承への支援、芸術

祭等の開催その他の必要な施策を講ずるものとする。

（メディア芸術の振興）

第９条　国は、映画、漫画、アニメーション及びコンピュータその他の電子機器等を利用した芸術（以

下「メディア芸術」という。）の振興を図るため、メディア芸術の制作、上映、展示等への支援、メディ

ア芸術の制作等に係る物品の保存への支援、メディア芸術に係る知識及び技能の継承への

支援、芸術祭等の開催その他の必要な施策を講ずるものとする。

（伝統芸能の継承及び発展）

第10条　国は、雅楽、能楽、文楽、歌舞伎、組踊その他の我が国古来の伝統的な芸能（以下「伝

統芸能」という。）の継承及び発展を図るため、伝統芸能の公演、これに用いられた物品の保

存等への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。
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（芸能の振興）

第11条　国は、講談、落語、浪曲、漫談、漫才、歌唱その他の芸能（伝統芸能を除く。）の振興

を図るため、これらの芸能の公演、これに用いられた物品の保存等への支援、これらの芸能

に係る知識及び技能の継承への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。

（生活文化の振興並びに国民娯楽及び出版物等の普及）

第12条　国は、生活文化（茶道、華道、書道、食文化その他の生活に係る文化をいう。）の振興

を図るとともに、国民娯楽（囲碁、将棋その他の国民的娯楽をいう。）並びに出版物及びレコー

ド等の普及を図るため、これらに関する活動への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。

（文化財等の保存及び活用）

第13条　国は、有形及び無形の文化財並びにその保存技術（以下「文化財等」という。）の保存

及び活用を図るため、文化財等に関し、修復、防災対策、公開等への支援その他の必要な施

策を講ずるものとする。

（地域における文化芸術の振興等）

第14条　国は、各地域における文化芸術の振興及びこれを通じた地域の振興を図るため、各

地域における文化芸術の公演、展示、芸術祭等への支援、地域固有の伝統芸能及び民俗

芸能（地域の人々によって行われる民俗的な芸能をいう。）に関する活動への支援その他の必

要な施策を講ずるものとする。

（国際交流等の推進）

第15条　国は、文化芸術に係る国際的な交流及び貢献の推進を図ることにより、我が国及び世

界の文化芸術活動の発展を図るため、文化芸術活動を行う者の国際的な交流及び芸術

祭その他の文化芸術に係る国際的な催しの開催又はこれへの参加、海外における我が国の

文化芸術の現地の言語による展示、公開その他の普及への支援、海外の文化遺産の修復

に関する協力、海外における著作権に関する制度の整備に関する協力、文化芸術に関する

国際機関等の業務に従事する人材の養成及び派遣その他の必要な施策を講ずるものとする。

２　国は、前項の施策を講ずるに当たっては、我が国の文化芸術を総合的に世界に発信するよ

う努めなければならない。

（芸術家等の養成及び確保）

第16条　国は、文化芸術に関する創造的活動を行う者、伝統芸能の伝承者、文化財等の保存

及び活用に関する専門的知識及び技能を有する者、文化芸術活動に関する企画又は制作

を行う者、文化芸術活動に関する技術者、文化施設の管理及び運営を行う者その他の文化

芸術を担う者（以下「芸術家等」という。）の養成及び確保を図るため、国内外における研修、

教育訓練等の人材育成への支援、研修成果の発表の機会の確保、文化芸術に関する作品

の流通の促進、芸術家等の文化芸術に関する創造的活動等の環境の整備その他の必要な

施策を講ずるものとする。
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（文化芸術に係る教育研究機関等の整備等）

第17条　国は、芸術家等の養成及び文化芸術に関する調査研究の充実を図るため、文化芸

術に係る大学その他の教育研究機関等の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。

（国語についての理解）

第18条　国は、国語が文化芸術の基盤をなすことにかんがみ、国語について正しい理解を深め

るため、国語教育の充実、国語に関する調査研究及び知識の普及その他の必要な施策を講

ずるものとする。

（日本語教育の充実）

第19条　国は、外国人の我が国の文化芸術に関する理解に資するよう、外国人に対する日本語

教育の充実を図るため、日本語教育に従事する者の養成及び研修体制の整備、日本語教

育に関する教材の開発、日本語教育を行う機関における教育の水準の向上その他の必要な

施策を講ずるものとする。

（著作権等の保護及び利用）

第20条　国は、文化芸術の振興の基盤をなす著作者の権利及びこれに隣接する権利（以下こ

の条において「著作権等」という。）について、著作権等に関する内外の動向を踏まえつつ、

著作権等の保護及び公正な利用を図るため、著作権等に関する制度及び著作物の適正な流

通を確保するための環境の整備、著作権等の侵害に係る対策の推進、著作権等に関する

調査研究及び普及啓発その他の必要な施策を講ずるものとする。

（国民の鑑賞等の機会の充実）

第21条　国は、広く国民が自主的に文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造する機

会の充実を図るため、各地域における文化芸術の公演、展示等への支援、これらに関する情

報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。

（高齢者、障害者等の文化芸術活動の充実）

第22条　国は、高齢者、障害者等が行う文化芸術活動の充実を図るため、これらの者の行う創

造的活動、公演等への支援、これらの者の文化芸術活動が活発に行われるような環境の整

備その他の必要な施策を講ずるものとする。

（青少年の文化芸術活動の充実）

第23条　国は、青少年が行う文化芸術活動の充実を図るため、青少年を対象とした文化

芸術の公演、展示等への支援、青少年による文化芸術活動への支援その他の必要な施策

を講ずるものとする。
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（学校教育における文化芸術活動の充実）

第24条　国は、学校教育における文化芸術活動の充実を図るため、文化芸術に関する体験学

習等文化芸術に関する教育の充実、芸術家等及び文化芸術団体による学校における文

化芸術活動に対する協力への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。

（劇場、音楽堂等の充実）

第25条　国は、劇場、音楽堂等の充実を図るため、これらの施設に関し、自らの設置等に係る

施設の整備、公演等への支援、芸術家等の配置等への支援、情報の提供その他の必要な

施策を講ずるものとする。

（美術館、博物館、図書館等の充実）

第26条　国は、美術館、博物館、図書館等の充実を図るため、これらの施設に関し、自らの設

置等に係る施設の整備、展示等への支援、芸術家等の配置等への支援、文化芸術に関す

る作品等の記録及び保存への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。

（地域における文化芸術活動の場の充実）

第27条　国は、国民に身近な文化芸術活動の場の充実を図るため、各地域における文化施設、

学校施設、社会教育施設等を容易に利用できるようにするための措置その他の必要な施策を

講ずるものとする。

（公共の建物等の建築に当たっての配慮等）

第28条　国は、公共の建物等の建築に当たっては、その外観等について、周囲の自然的環境、

地域の歴史及び文化等との調和を保つよう努めるものとする。

２　国は、公共の建物等において、文化芸術に関する作品の展示その他の文化芸術の振

興に資する取組を行うよう努めるものとする。

（情報通信技術の活用の推進）

第29条　国は、文化芸術活動における情報通信技術の活用の推進を図るため、文化芸術活

動に関する情報通信ネットワークの構築、美術館等における情報通信技術を活用した展示へ

の支援、情報通信技術を活用した文化芸術に関する作品等の記録及び公開への支援その

他の必要な施策を講ずるものとする。

（調査研究等）

第29条の２　国は、文化芸術に関する施策の推進を図るため、文化芸術の振興に必要な調査

研究並びに国の内外の情報の収集、整理及び提供その他の必要な施策を講ずるものとする。
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（地方公共団体及び民間の団体等への情報提供等）

第30条　国は、地方公共団体及び民間の団体等が行う文化芸術の振興のための取組を促進

するため、情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。

（民間の支援活動の活性化等）

第31条　国は、個人又は民間の団体が文化芸術活動に対して行う支援活動の活性化を

図るとともに、文化芸術活動を行う者の活動を支援するため、文化芸術団体が個人又は民間

の団体からの寄附を受けることを容易にする等のための税制上の措置、文化芸術団体が行

う文化芸術活動への支援その他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。

（関係機関等の連携等）

第32条　国は、第８条から前条までの施策を講ずるに当たっては、芸術家等、文化芸術団体、

学校等、文化施設、社会教育施設、民間事業者その他の関係機関等の間の連携が図られる

よう配慮しなければならない。

２　国は、芸術家等及び文化芸術団体が、学校等、文化施設、社会教育施設、福祉施設、医

療機関、民間事業者等と協力して、地域の人々が文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこ

れを創造する機会を提供できるようにするよう努めなければならない。

（顕彰）

第33条　国は、文化芸術活動で顕著な成果を収めた者及び文化芸術の振興に寄与した者の

顕彰に努めるものとする。

（政策形成への民意の反映等）

第34条　国は、文化芸術に関する政策形成に民意を反映し、その過程の公正性及び透明性を

確保するため、芸術家等、学識経験者その他広く国民の意見を求め、これを十分考慮した上

で政策形成を行う仕組みの活用等を図るものとする。

（地方公共団体の施策）

第35条　地方公共団体は、第８条から前条までの国の施策を勘案し、その地域の特性に応

じた文化芸術に関する施策の推進を図るよう努めるものとする。

　　　第４章　文化芸術の推進に係る体制の整備

（文化芸術推進会議）

第36条　政府は、文化芸術に関する施策の総合的、一体的かつ効果的な推進を図るため、文

化芸術推進会議を設け、文部科学省及び内閣府、総務省、外務省、厚生労働省、農林水産

省、経済産業省、国土交通省その他の関係行政機関相互の連絡調整を行うものとする。
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（都道府県及び市町村の文化芸術推進会議等）

第37条　都道府県及び市町村に、地方文化芸術推進基本計画その他の文化芸術の推進に関

する重要事項を調査審議させるため、条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の

機関を置くことができる。

　　　附則（平成13年12月７日法律第148号）抄

（施行期日）

１　この法律は、公布の日から施行する。

　　　附則（平成29年６月23日法律第73号）抄

（施行期日）

第１条　この法律は、公布の日から施行する。（以下略）

（文化芸術に関する施策を総合的に推進するための文化庁の機能の拡充等の検討）

第２条　政府は、文化芸術に関する施策を総合的に推進するため、文化庁の機能の拡充等に

ついて、その行政組織の在り方を含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ものとする。
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劇場、音楽堂等の活性化に関する法律

平成24年法律第49号

目次

　前文

　第１章⹅

　総則 (第１条―第９条)⹅

　第２章⹅

　基本的施策(第10条―第16条 )⹅

　附則

我が国においては、劇場、音楽堂等をはじめとする文化的基盤については、それぞれの

時代の変化により変遷を遂げながらも、国民のたゆまぬ努力により、地域の特性に応じて整

備が進められてきた。

劇場、音楽堂等は、文化芸術を継承し、創造し、及び発信する場であり、人々が集い、人々

に感動と希望をもたらし、人々の創造性を育み、人々が共に生きる絆きずな⹅を形成するため

の地域の文化拠点である。また、劇場、音楽堂等は、個人の年齢若しくは性別又は個人を

取り巻く社会的状況等にかかわりなく、全ての国民が、潤いと誇りを感じることのできる心

豊かな生活を実現するための場として機能しなくてはならない。その意味で、劇場、音楽堂

等は、常に活力ある社会を構築するための大きな役割を担っている。

さらに現代社会においては、劇場、音楽堂等は、人々の共感と参加を得ることにより「新し

い広場」として、地域コミュニティの創造と再生を通じて、地域の発展を支える機能も期待さ

れている。また、劇場、音楽堂等は、国際化が進む中では、国際文化交流の円滑化を図り、

国際社会の発展に寄与する「世界への窓」にもなることが望まれる。

このように、劇場、音楽堂等は、国民の生活においていわば公共財ともいうべき存在である。

これに加え、劇場、音楽堂等で創られ、伝えられてきた実演芸術は、無形の文化遺産でもあり、

これを守り、育てていくとともに、このような実演芸術を創り続けていくことは、今を生きる世

代の責務とも言える。

我が国の劇場、音楽堂等については、これまで主に、施設の整備が先行して進められて

きたが、今後は、そこにおいて行われる実演芸術に関する活動や、劇場、音楽堂等の事業

を行うために必要な人材の養成等を強化していく必要がある。また、実演芸術に関する活動

を行う団体の活動拠点が大都市圏に集中しており、地方においては、多彩な実演芸術に

触れる機会が相対的に少ない状況が固定化している現状も改善していかなければならない。

こうした劇場、音楽堂等を巡る課題を克服するためには、とりわけ、個人を含め社会全体

が文化芸術の担い手であることについて国民に認識されるように、劇場、音楽堂等を設置

し、又は運営する者、実演芸術に関する活動を行う団体及び芸術家、国及び地方公共団体、

教育機関等が相互に連携協力して取り組む必要がある。
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また、文化芸術の特質を踏まえ、国及び地方公共団体が劇場、音楽堂等に関する施策を

講ずるに当たっては、短期的な経済効率性を一律に求めるのではなく、長期的かつ継続的

に行うよう配慮する必要がある。

ここに、このような視点に立ち、文化芸術振興基本法の基本理念にのっとり、劇場、音楽

堂等の役割を明らかにし、将来にわたって、劇場、音楽堂等がその役割を果たすための施

策を総合的に推進し、心豊かな国民生活及び活力ある地域社会の実現並びに国際社会の

調和ある発展を期するため、この法律を制定する。

　　　第１章　総則

(目的)

第１条　この法律は、文化芸術振興基本法(平成13年法律第148号)の基本理念にのっとり、劇

場、音楽堂等の活性化を図ることにより、我が国の実演芸術の水準の向上等を通じて

実演芸術の振興を図るため、劇場、音楽堂等の事業、関係者並びに国及び地方公共団体

の役割、基本的施策等を定め、もって心豊かな国民生活及び活力ある地域社会の実現並び

に国際社会の調和ある発展に寄与することを目的とする。

(定義)

第２条　この法律において「劇場、音楽堂等」とは、文化芸術に関する活動を行うための施設

及びその施設の運営に係る人的体制により構成されるもののうち、その有する創意と知見をもっ

て実演芸術の公演を企画し、又は行うこと等により、これを一般公衆に鑑賞させることを目的

とするもの(他の施設と一体的に設置されている場合を含み、風俗営業等の規制及び業務の

適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号 )第２条第１項に規定する風俗営業又は同条

第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行うものを除く。)をいう。

２　この法律において「実演芸術」とは、実演により表現される音楽、舞踊、演劇、伝統芸

能、演芸その他の芸術及び芸能をいう。

(劇場、音楽堂等の事業)

第３条　劇場、音楽堂等の事業は、おおむね次に掲げるものとする。

１　実演芸術の公演を企画し、又は行うこと。

２　実演芸術の公演又は発表を行う者の利用に供すること。

３　実演芸術に関する普及啓発を行うこと。

４　他の劇場、音楽堂等その他の関係機関等と連携した取組を行うこと。

５　実演芸術に係る国際的な交流を行うこと。

６　実演芸術に関する調査研究、資料の収集及び情報の提供を行うこと。

７　前各号に掲げる事業の実施に必要な人材の養成を行うこと。

８　前各号に掲げるもののほか、地域社会の絆の維持及び強化を図るとともに、共生社会の実

現に資するための事業を行うこと。
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(劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者の役割)

第４条　劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者は、劇場、音楽堂等の事業(前条に規

定する劇場、音楽堂等の事業をいう。以下同じ。)を、それぞれその実情を踏まえつつ、自主

的かつ主体的に行うことを通じて、実演芸術の水準の向上等に積極的な役割を果たすよう努

めるものとする。

(実演芸術団体等の役割)

第５条　実演芸術に関する活動を行う団体及び芸術家(以下「実演芸術団体等」という。)は、

それぞれその実情を踏まえつつ、自主的かつ主体的に、実演芸術に関する活動の充実を

図るとともに、劇場、音楽堂等の事業に協力し、実演芸術の水準の向上等に積極的な役

割を果たすよう努めるものとする。

(国の役割)

第６条　国は、この法律の目的を達成するため、劇場、音楽堂等に係る環境の整備その他の

必要な施策を総合的に策定し、及び実施する役割を果たすよう努めるものとする。

(地方公共団体の役割)

第７条　地方公共団体は、この法律の目的を達成するため、自主的かつ主体的に、その地域の

特性に応じた施策を策定し、及び当該地方公共団体の区域内の劇場、音楽堂等を積極

的に活用しつつ実施する役割を果たすよう努めるものとする。

(劇場、音楽堂等の関係者等の相互の連携及び協力等)

第８条　劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者、実演芸術団体等その他の関係者(次項

及び第16条第２項において「劇場、音楽堂等の関係者」という。)並びに国及び地方公共団体は、

この法律の目的を達成するため、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。

２　国及び地方公共団体は、この法律に基づく施策を策定し、及び実施するに当たっては、劇

場、音楽堂等の関係者の自主性を尊重するものとする。

(国及び地方公共団体の措置)

第９条　国及び地方公共団体は、この法律の目的を達成するため、必要な助言、情報の提供、

財政上、金融上及び税制上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

　　　第２章　基本的施策

(国際的に高い水準の実演芸術の振興等)

第10条　国は、国際的に高い水準の実演芸術の振興並びに我が国にとって歴史上又は芸術上

価値が高い実演芸術の継承及び発展を図るため、次に掲げる施策その他必要な施策を講

ずるものとする。
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１　独立行政法人を通じて劇場、音楽堂等の事業を行うこと。

２　地方公共団体が講ずる劇場、音楽堂等に関する施策、劇場、音楽堂等を設置し、又は

運営する民間事業者(次項及び第12条第２項において「民間事業者」という。)が行う劇場、

音楽堂等の事業及び実演芸術団体等が劇場、音楽堂等において行う実演芸術に関する

活動への支援を行うこと。

２　前項に定めるもののほか、国は、地方公共団体及び民間事業者に対し、その求めに応じて、

我が国の実演芸術の水準の向上に資する事業を行うために必要な知識又は技術等の提供に

努めるものとする。

(国際的な交流の促進)

第11条　国は、外国の多彩な実演芸術の鑑賞の機会が国民に提供されるようにするとともに、

我が国の実演芸術の海外への発信を促進するため、我が国の劇場、音楽堂等が行う国際的

な交流への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。

(地域における実演芸術の振興)

第12条　地方公共団体は、地域の特性に応じて当該地域における実演芸術の振興を図るため、

劇場、音楽堂等の事業の実施その他の必要な施策を講ずるものとする。

２　国は、国民がその居住する地域にかかわらず等しく、実演芸術を鑑賞し、これに参加し、又

はこれを創造することができるよう、前項の規定に基づき地方公共団体が講ずる施策、民間

事業者が行う劇場、音楽堂等の事業及び実演芸術団体等が劇場、音楽堂等において行う

実演芸術に関する活動への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。

(人材の養成及び確保等)

第13条　国及び地方公共団体は、制作者、技術者、経営者、実演家その他の劇場、音楽堂等

の事業を行うために必要な専門的能力を有する者を養成し、及び確保するとともに、劇場、

音楽堂等の職員の資質の向上を図るため、劇場、音楽堂等と大学等との連携及び協力の

促進、研修の実施その他の必要な施策を講ずるものとする。

(国民の関心と理解の増進)

第14条　国及び地方公共団体は、劇場、音楽堂等において行われる実演芸術に対する国民の

関心と理解を深めるため、教育活動及び啓発活動の実施その他の必要な施策を講ずるもの

とする。

２　国及び地方公共団体は、この法律に基づく施策を実施するに当たっては、国民の理解を得

るよう努めるものとする。

(学校教育との連携)

第15条　国及び地方公共団体は、学校教育において、実演芸術を鑑賞し、又はこれに参加す

ることができるよう、これらの機会の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。
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法律一覧

(劇場、音楽堂等の事業の活性化に関する指針)

第16条　文部科学大臣は、劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者が行う劇場、音楽堂等

の事業の活性化のための取組に関する指針を定めることができる。

２　文部科学大臣は、前項の指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、劇場、

音楽堂等の関係者の意見を聴くものとする。

３　文部科学大臣は、第１項の指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表するものとする。

　　　附　則⹅

(施行期日)

１　この法律は、公布の日から施行する。

(検討)

２　政府は、この法律の施行後適当な時期において、この法律の施行の状況を勘案し、必要が

あると認めるときは、劇場、音楽堂等の事業及びその活性化による実演芸術の振興の在り方

について総合的に検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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西尾市文化振興プラン改定委員会設置要領

(設置 )

第１条　この要領は、西尾市文化振興プランを改定するため、西尾市文化振興プラン改定委員会

(以下「委員会」という。)の設置について定める。

(所掌事務 )

第２条　委員会の所掌事務は次のとおりとする。

（１）　西尾市文化振興プランの改定に関すること。

（２）　その他、文化振興に関すること。

(組織 )

第３条　委員会は、委員10名以内をもって組織する。

２　委員は、文化振興について識見を有する者のうちから教育長が委嘱することとし、その任期は

プラン改定までの期間とする。

(委員長及び副委員長)

第４条　委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。

2　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるとき又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。

(会議 )

第５条　委員会は、委員長が必要に応じて招集し、委員長がその会議の議長となる。

(作業部会の設置)

第６条　委員会の事務を補助するため、課長補佐又は主任主査もしくは主査により構成される西尾

市文化振興プラン改定作業部会(以下、「作業部会」という。)を置く。

２　作業部会の委員は、各所属長の推薦により教育長が選任し、任期は計画改定までの期間とする。

３　作業部会に部会長及び副部会長を置き、部会員の互選により選出する。

４　作業部会の会議については第５条の規定を準用する。

(事務局 )

第７条　事務局は、西尾市教育委員会事務局文化振興課に置く。

(委任 )

第８条　この要領に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。

附則　この要領は、平成19年７月17日から施行する。

附則　この要領は、平成29年９月１日から施行する。
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⹅⹅ 西尾市文化振興プラン改定委員会名簿

1 名古屋芸術大学教授 梶田　美香（委員長）

2 愛知県芸術劇場　企画制作部長代理 林　健次郎（副委員長）

3 西尾市文化事業実行委員会委員 石倉　正也

4 西尾市「地域文化育成講座」実行委員会 野口　要二

5 文化芸術有識者(西尾地区 ) 大木　昌子

6 文化芸術有識者(一色地区 ) 大嶋　宏美

7 文化芸術有識者(吉良地区 ) 市川　國夫

8 文化芸術有識者(幡豆地区 ) 深谷　勝信

(順不同、敬称略)

⹅⹅ 文化振興プラン作業部会名簿

1 企画部　企画政策課
課長補佐 本田　正浩

主査 加藤　弘之（平成29年度）

2 企画部　秘書課 課長補佐 神谷　哲弘
平成29年度⹅副部会長
平成30年度⹅部会長

3 健康福祉部　福祉課 主査 白木　雅也

4 子ども部　子ども課 主査 本田　尚代

5 地域振興部　地域支援協働課
課長補佐 蛭川　洋行（平成30年度⹅副部会長）

課長補佐 菅沼　律哉（平成29年度⹅部会長）

6 産業部　商工観光課 主任主査 芝田　憲吾

7 環境部　環境保全課 主査 太田　由紀子

8 建設部　都市計画課 課長補佐 杉山　泰弘

9 教育委員会事務局　学校教育課
主査 高山　希利子

課長補佐 黒野　真澄（平成29年度）

10 教育委員会事務局　生涯学習課 主任主査 吉永　裕二

11 教育委員会事務局　図書館 主査 市石　真理子

(順不同、敬称略)

⹅⹅ 事務局名簿

1

教育委員会事務局　文化振興課

課長 内藤　貴久

課長 石川　浩治（平成29年度）

2
主査 原田　珠美

主任主査 山崎　善孝（平成29年度）

3 臨時職員 岩瀬　理絵

（ ）
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基本方針１

つくる

つくる

市民自らによる

活動の場づくり
市民の活動を支える

助成の審査基準

活動の審査基準

資金の調達

専門性の高い人材の

安定的な確保

制度の情報発信強化

芸術家の育成そのものは

さらに検討

教委と連携して

長期ビジョンを持つ

庁内の他課連携

市民同士の

他分野交流

大学や他劇場との連携

多様なメディアの活用

話題性・社会性のある

コンテンツ

地元企業や国からの

資金獲得

施設やミッションの

明確化

人材育成

アイデンティティーの形成

合併によって広がった

生活文化の伝承

文化芸術との

連携に拘らない

事業の持続性

アーティストバンクの

認知度向上、

目的の明確化

対象者の拡大

事業の定着

他分野との連携

定期的かつ

継続的な研修

情報の広がりが

限定的

地元企業との連携

専門性の高い

人材の不足

指定管理者の

能力向上

歴史的資源の価値を

伝承する方法を検討

生活文化を伝承する

方法の検討

歴史の自然景観の

継承方法を検討

鑑賞の機会づくり

芸術家の育成

子どもや青少年の

創造性の育成

コミュニケーション

能力の育成

文化を支える

人材の育成

情報発信の充実

協働による活動の

仕組みづくり

文化施設の充実

文化財、

伝統文化や

歴史の継承

生活に根付いた

文化の継承と

活性化

景観を生かした

文化の継承

基本方針２

そだてる

交流する

基本方針３

ささえる

受信する・発信する

基本方針４

つたえる

継承する

推進する

旧プラン 課　題 方　策

新
計
画

1

2

3

4

5

（5）文化会館などの
　  管理運営について
 ❸ 専門委員会の設置

5

（3）新しい実施体制
 ❷ 企業などとの連携5

（1）文化芸術からはじまる交流
 ❸ 文化芸術活動団体の交流2

（1）文化芸術
　  からはじまる交流
 ❷ 多文化交流

2

（1）文化芸術
　  からはじまる交流
 ❶ 世代を超えた交流

2

（1）情報の受発信の充実
 ❸人材資源の情報の受発信3

（1）情報の受発信の充実
 ❷ 文化芸術活動・交流の場における情報の受発信3 （1）情報の受発信の充実

 ❶ 文化芸術活動の情報の受発信3

（1）地域文化の継承
 ❷ 文化資源を継承する4

（5）文化会館などの
　  管理運営について
 ❷ 指定管理者の選定

5

（5）文化会館などの
　  管理運営について
 ❶ 市民が参画する仕組みづくり

5

（1）専門性の高い
　  人材の確保
 ❶ 市民文化芸術活動
 コーディネーターの育成

5

（1）専門性の高い人材の確保
 ❷ 計画的かつ効果的な人材配置5

（3）新しい実施体制
 ❶ 県や他市町村との連携

（3）新しい実施体制
 ❶ 県や他市町村との連携5

（1）専門性の高い人材の確保
 ❸ 専門性の維持5

（3）景観を活かした
　  文化の継承
 ❷ 歴史文化を継承する

4

（2）生活文化の継承
 ❶ 市の生活文化を継承する4

（1）地域文化の継承
 ❶ 伝統文化を継承する4

（3）景観を活かした文化の継承
 ❶ 自然環境・
　  天然記念物を継承する

4
（2）活動への多様な支援
 ❶ 後方支援5

（2）活動への多様な支援
 ❸ 活動の評価5

（2）活動への多様な支援
 ❷ 助成制度5

（4）財源の拡充
 ❶ 財源の拡充5

（1）専門性の高い
　  人材の確保
 ❹ 持続的に協働できる
　  環境整備と人的体制

（1）専門性の高い
　  人材の確保
 ❹ 持続的に協働できる
　  環境整備と人的体制

5

（1）文化芸術に触れる機会づくり
 ❺ 文化芸術活動の
　  サポート体制づくり

1（1）文化芸術に
  　触れる機会づくり
 ❹ 文化芸術活動のきっかけづくり

1

（1）文化芸術に
　  触れる機会づくり
 ❸ 病気や障害をもつ人の
　  鑑賞の機会づくり

1

（1）文化芸術に
　  触れる機会づくり
 ❷ 子どもたちの
　  鑑賞・体験の機会づくり

1

（1）文化芸術に
　  触れる機会づくり
 ❶ 文化芸術鑑賞の
　  多種多様な機会づくり

1




